
 

 

 

１． 大気汚染防止法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく届出件数（府全域） 

年度 
届出件数 

合計 法 条例 

平成１９年度 ９２１ ８２８ ９３ 

平成２０年度 ７２９ ６４５ ８４ 

平成２１年度 ７５３ ６５２ １０１ 

平成２２年度 ７６２ ６４９ １１３ 

平成２３年度 ７０１ ５９５ １０６ 

  （出典：大阪府環境白書） 

 

２．アスベスト飛散防止推進月間における府内一斉パトロール 

大阪府では建築物等の解体・改造・補修等作業によるアスベスト飛散を防止するため、 
６月、12月を「アスベスト飛散防止推進月間」と位置付けている。 

 
平成２４年度府内一斉パトロールの実績 

 パトロールを実施した 

現場数（件） 

  

 うち指導数（件） 

H24.6 H24.12 H24.6 H24.12 H24.6 H24.12 

大阪府 ４６ ４６ ２３ １７ １７    ７ 

権限を有する市町村 ２９０ ３１８ １３４ １６３ ６９ ８０ 

府内合計 ３３６ ３６４ １５７ １８０ ８６ ８７ 

 

指導を行った理由 

 H24.6 H24.12 

事前調査の実施なし    ０    ０ 

事前調査結果表示なし ８２ ８５ 

届出の提出なし    ０    ０ 

飛散防止措置の不備    ０    ０ 

その他（事前調査結果の記載内容不備・掲示場所不適格及びサイズ不適合等）    ４    ２ 

 

 
 
 
３．建設リサイクル法に基づく立入検査 

 〇建設リサイクル法の届出情報をもとに、工場、倉庫を対象に立入検査を実施 

平成２４年 平成２５年 
合計 

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 
３ 
（０） 

４ 
（０） 

９ 
（１） 

１２ 
（０） 

１０ 
（１） 

１６ 
（１） 

５４ 
（３） 

（  ）内は立入検査で指導を行った数 

 
 〇指導の内容 
  ・建設リサイクル法の届出情報にはスレート使用面積 300 ㎡とあったが、立入検査で実測した

ところ約 600㎡であったため、事前調査を十分に行うよう指導。 
  ・事前調査結果を公衆の見やすいところに表示するよう指導。 
  ・建設リサイクル法の届出情報には石綿に関する記述はなかったが、立入検査で石綿含有が疑

われる建材（保温材及び成形板）が見つかり、分析を指導した。 
後日、保温材及び成形板に石綿が含まれていることが判明したため、届出を指導。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

解体現場数 

現行制度における施行状況について 資料２ 



 

 

４．大阪府における不適正事案の事例 

事 例 概 要 対 応 課 題 

  １ ・ 石綿含有成形板（約 630㎡分）を含む倉庫の解体工事。 

・ 立入時、630㎡分の石綿含有成形板はまだ解体されていなかっ

たが、割れた成形板が散乱。 

・ 折板屋根の裏に成形板が隠れていたことが判明した。 

・ その面積を合計すると、使用面積は 1,000 ㎡以上となり、条

例の届出の対象。 

 

【府条例の届出違反】【事前調査が不十分】 
 

・ 作業停止、散水等飛散防止措置を指導 

・ 事前調査の再実施を指導 

・ 府が敷地境界において濃度測定を実施 

  ＜測定結果＞ 

0.056未満～0.90本/L 

 

 

 

・ 建築物等の構造上、表面に現れていない建材について、目視

では分からない。 

 

・ 事前調査が不十分で、石綿含有のおそれがある建材が発覚し

た場合、石綿含有が判明するまで、作業停止等を行政指導によ

り行わざるを得ない。 

２ ・ 天井部分等に吹付け石綿があるマンションの解体工事。 

・ 当初、業者Ａが解体を請け負い、建設リサイクル法の届出を

した。 

・ その後、業者Ａが解体を実施しないため、施主は業者Ｂに解

体を依頼。 

・ 通報があって立入検査を実施したところ、業者Ｂは、「吹付け

材に石綿を含有していないと思う」と主張した。行政による分

析を実施したところ、吹付け石綿であることを確認した。 

 

 【大防法の届出違反】【作業基準違反】【石綿濃度測定届出違反】 

 【敷地境界基準違反】 

・ 作業停止、密閉による飛散防止措置を指導 

・ 事前調査（建材中の石綿含有率の分析を含む）

の実施を指導 

・ 届出、作業基準及び敷地境界基準の遵守につい

て指導 

・ 府が敷地境界において濃度測定を実施 

＜測定結果＞   
0.45～16本/L ※基準値超過 

   0.11～0.45本/L（翌日、再測定） 

 

 

 

・ 事前調査が不十分で、石綿含有のおそれがある建材が発覚し

た場合、石綿含有が判明するまで、作業停止等を行政指導によ

り行わざるを得ない。 

 

３ ・ 石綿含有成形板（約 1,800㎡）を含む工場の解体工事。 

・ 通報があり、立入検査を実施。未届の解体であることを確認。 

・ 目視では吹付け石綿はなかったが、配管に保温材があり、行

政による分析を実施したところ、石綿を含有していることを確

認した。 

  

 【大防法、府条例の届出違反】【事前調査が不十分】 
 

・ 作業停止、散水等飛散防止措置を指導 

・ 事前調査（保温材中の石綿含有率の分析を含む）

の実施を指導 

・ 府が敷地境界において濃度測定を実施 

＜測定結果＞   
0.22未満～0.90本/L 

   

 

 

・ 事前調査が不十分で、石綿含有のおそれがある建材が発覚し

た場合、石綿含有が判明するまで、作業停止等を行政指導により

行わざるを得ない。 

 


